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本稿の目的は、世代間移転タイミングを考慮した上での最適相続税・贈与税制を模索す

ることにある。 
先進諸国の家計は、ライフサイクル仮説で説明不能なほどの多額の資産を保有している。

Kotliloff and Summers(1988)では、アメリカの家計が保有する資産の 81％は、移転によるも

のという推計結果を得ている。日本についても、Barthold and Ito(1991)が、家計資産の３割

が相続によるものだと推計している。このような多額の世代間資産移転の存在は、資産蓄

積を通じた経済成長や分配の問題に大きな影響を与える。したがって、世代間移転に課せ

られる相続税・贈与税制は、公共政策の重要な研究対象となっており、実証・理論の分野

で数多くの先行研究がなされてきた。 
特に最近の実証分析の分野では、相続税・贈与税制の移転タイミングに対する影響につ

いて活発に研究されている1。背景としては、家計にとって生前贈与と相続の選択問題が重

要になってきていることが挙げられる。平均寿命が高くなることで、遺産動機や子どもの

経済状況によっては、早めの移転を望む親も増えてきている。したがって、政策担当者や

公共経済学者は、相続税・贈与税制が家計の移転時期を歪めているかどうかについて強い

関心を抱いている。 
しかし一方で、世代間の資産移転のタイミングを明示的に考慮した相続税・贈与税制の

規範的分析は数少ない2。このことは、相続税・贈与税制の改革論議において理論的根拠を

伴わなくさせてしまう危険性を高める。日本では平成 15 年度税制改正において、移転タイ

ミングによって税負担が変わらないとされる「相続時精算課税制度」が導入された。しか

し実際は、相続時に合算される生前贈与は贈与時の時価で評価される。これは、相続と較

べ生前贈与が利子所得分だけ非課税になる点で優遇されることを意味する。しかも、この

点を補正する事は税務行政上難しい。したがって、この制度（累積課税方式）を踏まえた

最適な相続税率・贈与税率を知る必要があろう。 
Cremer and Pestieu(2003)では、移転タイミングを考慮した上で、贈与税率の方が低くなる

ことが正当化される状況を述べている。特に、親が利他的遺産動機を持ち、子が借入れ制

約に陥っている状況が挙げられている。子どもの異時点間消費の平準化によって、利他的

な親も厚生が高まるのがそのメカニズムである。しかし、この主張には以下の 2 点により
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再検証が必要であろう。 
一つ目は、借入れ制約を緩和することは厚生を低める効果もあるという点である。贈与

税率を相続税率より低くすることは、相続という貯蓄が減少させる可能性が高い。したが

って、一般均衡モデルで最適税制を検証する必要がある。 
二つ目は、実施可能な累積課税方式のもとで考察すべきだという点である。日本だけで

なくアメリカでも採用されている累積課税方式は、同じ仕組みで生前贈与が優遇されてい

る。上述のとおりアメリカの実証分析でも、相続税率と贈与税率の相対的変化は移転タイ

ミングに撹乱をもたらしている。したがって、累積課税方式の仕組みをモデルに取り入れ

た上で、実行可能な最適相続税・贈与税制を考察する必要がある。 
 本稿では、利他的遺産動機、借り入れ制約の含まれる三世代重複モデルを設定し、累積

課税方式が移転タイミングと経済厚生に与える効果を検証し、数値計算により定常状態で

の最適相続税・贈与税率を導き出す。 
まず、効用最大化行動から導かれる家計の最適移転タイミングは、累積課税方式の上述

の仕組みにより、税率によって歪まされることが理論的に明らかになった。この結果より、

相続税率と贈与税率の大小関係と経済構造パラメータによって、均衡ケースが非負制約の

有効無効の組み合わせによって４通りに分かれる。 
次に、税収一定制約のもと、厚生を最大にする税率を導出する。果たして、本当に贈与

税率を相続税率より低くすることが最適なのか。数値計算で示すこととする。 
※数値計算の結果は当日、詳細に報告させていただく。 
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Abstract 

This paper examines an optimal rate of national burden, to establish guidelines for 

fiscal reform in Japan’s graying society. The paper looks at the Japanese tax and social 

security systems through an extended life-cycle general equilibrium simulation model. 

It explicitly considers the benefit that the government gives to households, which 

enables us to evaluate comprehensively the balance between benefits and burdens. 

Simulation results show that an optimal rate of national burden is high when 

households put a great utility weight on the benefit from public services, and that it is 

low when the degree of publicness of government expenditure is high. They also suggest 

that an optimal rate of national burden would rise as Japan ages and may exceed 50% 

during raid aging of the Japanese population.  
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